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要旨 

環境技術産学公民連携事業の一環として、NPO環境サプリメント研究会と共に、CO２の削減方法を家庭で楽しく学

べるゲーム型教材（試作版）の開発及びゲーム参加者に対する効果判定手法の検討を行った。 

本ゲームは学ぶ側が時間や場所を自由に決められることから、これが広く配布されることで単発型から反 
復型の環境学習への展開が期待できる。ゲーム型教材の開発手法の習得により、今後はCO２削減だけではなく、様々

なテーマで同様の教材作成にも応用することが可能となった。 
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１ はじめに 

公害研究所では従来から市民対象の環境教育・環境学

習事業を実施しているが、環境セミナーのような連続講

座を除き、学校、市民団体への出前講座や参加者人数を

限定した実験講座等、１回完結型の事業がほとんどであ

る。また、環境学習終了後、できるだけ参加者に対して

学習内容に関するアンケート調査を実施し、得られた集

計結果を分析しているが、環境学習による効果の持続性

に関し十分に把握できているとは言い難い。 
そこで現在、学校や家庭で反復でき、かつ参加者の自

発的ペースで実施できる新たな環境学習プログラムや教

材の開発、並びに環境学習が参加者に与える効果の測定

方法が求められている。 
さて、川崎市では産学公民連携による共同研究推進体

制を構築し、「都市と産業の共生」に向けて、広くその成

果を地域社会に還元するとともに、環境技術、環境研究

の集積を図ることを主たる目的として、2008年度から環

境技術産学公民連携公募型共同研究事業を実施している。 

そこで今回、環境技術産学公民連携事業の一環として、

NPO環境サプリメント研究会と共に、日常生活におけ

るCO2削減を意識した行動を市民に促す効果的な環境

教育･学習を展開することを目的とし、(1)川崎市の特性

に合った環境学習用ゲーム型教材の試作及び制作手法の

習得、(2)試作した環境教育・学習用教材による環境学習

プログラムの作成及び受講対象者に対する効果判定手法

の検討を行った。 
 
２ 共同研究事業の進め方 
本共同研究事業では、月に数回のワーキングを実施し、

環境学習チームの各メンバー及び共同研究者の作業内容 
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や作業の進め方、方向性等の確認を行った。また、作業

の進捗状況、作業途中で新たに取得した情報等は随時電

子メール等を利用しメンバー間で情報の共有化を図った。 
なお、ワーキングは2008年９月４日から2008年３月４

日の期間でのべ14回実施した。 
 
３ 教材の構成 
 本研究で制作した教材を図１～３に示した。教材は本

体のゲーム盤、ゲームの解説書そしてチャレンジシート

で構成されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ ゲーム盤全体とマス目の例 
 
   
 
 
 
 
 
 

図２ ゲーム盤上のマス目例 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ ゲームの解説書 
 
４ 教材の制作 
4.1 対象 
公害研究所では小学校就学前の幼児から成人まで幅

広い層を対象に環境教育・学習事業を実施しているが、

特に出前講座や体験教室、環境科学教室のような小中学

生対象の体験学習を年間を通して数多く開催している。 
一方で“学習の場”だけではなく家庭でも学んだこと

を楽しく実践し、継続するためには、家族全員で取組む

ことが不可欠である。そこで、今回の教材の対象は小学

生４年生以上の親子を対象とした。 
また教材を組み込んだ環境学習プログラムは、子ども

達の集中力の持続時間を考慮し、教材を使った実習時間

を 60 分、実習後の振り返り時間を含めた全プログラム

は90分以内に収まるように設定した。 
4.2 制作教材の種類選定 
他の自治体や、企業等で実施している環境学習教材を

各種報告書やインターネット等を利用して調べたところ、

教材の種類はボードゲーム、カードゲーム、クイズ、シ

ューティングゲームやロールプレイングゲームなどゲー

ム型式が多く用いられていることがわかった。 
今回は子どもから大人まで楽しめ、また基本的なルー

ルは単純であるが、工夫次第で複雑さを加味することも

可能な『すごろく』ゲームを基本として、ボードゲーム

を制作することになった。 
4.3 ゲーム盤の形状及びルールの検討 
ゲーム盤は２～６人程度が余裕を持って囲める大き

さを考え A3 版４枚分とした。また、ボードゲームでは

“ゲームのマス目の数”が即ち“テーマに関する情報量”

であり、マス目の数が多くなればゲームに一層の複雑さ

や面白さを加えることが可能である。しかし、ゲーム盤

とマス目の大きさのバランスやゲーム対象者の年齢等を

考慮してマス目の数は50個程度とした。 
教材はゲーム型式である。そこで、ゲームの重要な要

素である“楽しさ”が体感できるようなルール作りや工

夫を検討した。まず、ゲームのプレイヤーがマス目に止

まるたびに得点が獲得できるようにし、ゴールするまで

に最も高い点数を獲得したプレイヤーが勝者となる基本

ルールを設定した。さらに、獲得ポイントがマイナスと

なるマス目の追加や、ゴールに向かうルートを複数設定

するなどの工夫をした。 
ゲーム盤はマス目の内容やルール等が変更されるご

とに改良を加え、適宜修正を行った。 
4.4 CO2削減行動の決定 
このゲームでは、ゲーム盤上の約 50 のマス目に CO2

を削減するため簡単な行動や市の取組み等を記載するこ

ととし、記載内容の検討を行った。はじめにワーキング

メンバーが CO2 削減行動に繋がるアイディアを出し合

い、これらを“家庭”、“ 住宅設備”、“ ３R”、“自動車”、

“生活スタイル”、“ 緑”、”食”と 7 つのグループに分類

した（図４）。    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    図４ マス目のアイディア分類群 
 
また、これらの分類群に子ども達が理解し易く、家庭

で簡単に取組める行動を追加した。家庭で取組める行動

の種類を他の分類群に比べて多くしたのは、日常生活に

関係したアイディアであれば無理なく行動に移せるので

はないか、また家族同士の会話のテーマとして家庭でも

取り上げやすいのではないかという考えに基づくもので

ある。 
続いて、グループ化したアイディア群の中から家庭で

簡単に実践可能な行動を中心に、カーボンオフセットや

フードマイレージ、エコドライブ等最近のトピックスや

従来品に比べ CO2 排出量を抑制した新しい製品などの

情報をマス目候補として抽出した。このように、情報の

幅を広げることで関心や興味の幅を広げ、ゲームのマン

ネリ化をさけることにした。また、フードマイレージは

地産地消と、エコドライブは川崎の名所紹介と各々組み

合わせ、特別のコーナーを作成することにした。 
4.5 教材への川崎市オリジナリティの付加 
このゲームでは、川崎市のオリジナリティを盛り込む

ため、ゲームのマス目を作成するにあたり次の点を考慮

した。 
(1)ゲームに使用する CO2削減量は川崎市の全世帯数や、

川崎市の１家族当たり等で算出した数値を使用する。 
(2)市内の施設（夢見ヶ崎動物公園など）や名産品（多摩

川梨など）、イベントを紹介するマス目を設け、その周囲



 

 

に関連写真を掲載する。 
(3)CO2 削減量データが不明確な場合でも“緑のカーテ

ン”や“かわさき打ち水大作戦”、“かわさき３R”のよ

うに、川崎市が市民の参加を呼びかけている取組みに関

しては積極的に盛り込むようにする。 
(4)川崎の代表的河川である多摩川及び多摩川に関連し

たイベントを紹介するマス目を設ける。 
(5)多くのイベントや啓発活動では、特定のキャラクター

やマスコットを利用して活動の定着を促す例がみられる。

そこで公害研究所の小冊子や環境学習事業のスライド等

で使用しているキャラクターをゲーム盤にも使用する。 
4.6 CO2削減量の記載方法と得点方法 
マス目にはCO２の削減行動に加え、削減量も記載する

ことにした。 
本共同研究では家庭で楽しく学習し、また学習したこ

とをすぐに実践できる様なゲーム制作を主眼としている。

そこでマス目には１家族が１年間に削減できる CO2 の

量を記載し、これを点数の元データとした。また、川崎

市全体でのCO2削減量を併記することにした。 
しかし単純に１家族当たりの CO2 削減量を点数に置

き換えると、数ｇから数千ｋｇとレンジが広くなり過ぎ

たため、各マス目で得られる点数は削減量そのものでは

なく、“１kg～10kg＝２ポイント”とするなど “CO2

削減量の大小＝得られるポイントの大きさ”に単純化し

て、子ども達が削減量を感覚的に捉えられるようにした。 
なお、CO2削減量の算出条件は出典元により様々であ

るため、取得した基本データは全て川崎市の人口や世帯

数で換算し直す作業を行った。また、川崎市全体のCO2

排出量は2005年度の確定データが最新であることから、

川崎市の人口や世帯数は 2005 年度の統計データを使用

し、１世帯当たりの人数が必要な場合は（川崎市の人口

／川崎市世帯数）＝2.23人を使用した。  
4.7 ゲームに使用した基本データの解説集の作成 
ゲーム盤に展開するマス目の大きさには限りがある

ため、マス目に記載する内容は出来る限り簡素化するこ

とにした。例えば、CO2削減に繋がる行動を、簡単なキ

ャッチフレーズで紹介し、具体的な内容を併記すること

にした。 
しかし、マス目に記載する情報量を極力減らしたこと

により CO2 削減量の算出方法などの詳細情報はマス目

に記載出来なくなってしまった。そこでゲーム盤と併せ

て別冊のデータ解説集を作成し、そこにCO2削減量の算

出方法や設定条件、根拠データや出典元、さらにその行

動を続けることにより節約できる金額等の詳細を記載し

た。 
 
５ 効果判定用のチェックシートチャレンジシートの

制作 
ゲームを実践することにより、CO2削減に対する参加

者の意識や行動がどの様に変化したかを測る、効果判定

方法の検討を行った。 

他自治体の中には、毎日の生活の中で環境に配慮した

行動をいくつ実行できたのかをチェックできるカレン

ダー型式の記録シートを作成し配布しているところが

ある。また、ある企業が制作したチェック型シートでは、

１つの行動を実践するごとに１点が加算され、一定の点

数を超えると景品がもらえるようになっている。 
そこで本共同研究でも、ゲームを体験した子ども達の

環境に対する意識の変化を測る手段として、チェックシ

ート型式を採用し、(仮称）チャレンジシートの制作を検

討した。 
5.1 チャレンジシートの双方向化 
チャレンジシートは、本ゲームが参加者に対しどれだ

け“環境に配慮した行動をとる動機付け”となったのか

を測るためのものであると同時に、チェックシートを双

方向でやり取りすることにより、参加者が行動を継続で

きるよう、期待し、かつ支援するためのものである。 
そこで、チャレンジシートはゲーム終了後の一定期間

（１週間～１か月）、シートに記載した行動のうち毎日ど

れを実践できたのかをチェックし、記録終了後はシート

を配布元に返送してもらうこととした。 
5.2 チャレンジシートのフォーマット案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５ チャレンジシート案（上が案A、下が案B) 
 
現在、図5に示した２種類のチャレンジシート案を検

討中である。 
また、チャレンジシートの結果により、本共同研究で

制作したオリジナルゲーム盤やキャラクターバッヂ等の

賞品、あるいはエコ博士(仮）認定証等なども検討してい

る。 
 



 

 (1)チャレンジシート案Ａ 
チャレンジシート案Ａの特徴は、ゲーム盤のマス目の

中から 20項目程度のCO２削減行動を選択し、１ヶ月間

どのような行動を実践できたのかをチェックするもので

ある。案Ａでは行動の種類が多く自分が実践し易いもの

が選択できる。しかし、シートの内容が固定されている

ので興味や関心を持続させるのが難しい面がある。 
(2) チャレンジシート案Ｂ 
チャレンジシート案Ｂの特徴は、ゲームで使用した

CO２削減行動を気軽に取組めるもの、意識的に行動する

必要のあるもの、というように数種類のグループに分け、

これらをレベル別チャレンジシートとしたものである。

参加者は第１レベルのチャレンジシートから始め、一定

の条件を満たすと次の段階に進めるようになっている。

案Ｂでは、チャレンジシートにも一種のゲーム性を盛り

込むことで、CO２削減行動を実践する動機付けを持続さ

せることが可能であると思われる。 
しかし、チャレンジシート作成者が一方的にCO２削減

行動をグループ化するため、参加者の取り得る行動の種

類が制限され、むしろ実践しにくくしている可能性は否

定できない。また、その行動を実践することが容易か否

かの判断がシート制作者の独断であり、効果判定が正確

に出来ない面が考えられる。 
今後は、これらのシートをそれぞれ試行し、結果に応

じて改良を重ねる必要がある。 
 

６ まとめ及び今後の展開 
(1)本共同研究をとおして、環境学習用教材の新たな開発

手法を習得し、その手順に従ってボードゲーム型教材の

試作品を作成した。 
また、ゲームの体験が参加者の環境に対する“配慮” 

や“気づき”を引き出したのか、またそれを継続させ、 
主体的な行動を促すことが出来たのかを測るための効果

判定手法を検討した。 
(2)本共同研究により作成したボードゲーム型環境学習

用教材は、プリントアウトして参加者への直接配布に加

え、インターネットを経由することで多人数への配布も

可能と考えられる。 
また、教材の使用場所や時間を参加者側で自由に決め 

られ、単発型から反復型の環境学習への展開が見込まれ

る。 
(3)ボードゲーム型教材の開発手法を習得したことによ

り、CO２削減だけではなく、“水生生物”や“空気のよ

ごれ”など、公害研究所で実施している多くのテーマで

同様の教材を作成することが可能と考えられる。 
(4) 普段から環境問題に関心を持っていても、実際に環

境に配慮した行動を自ら実践し、継続することは難しい。

さらに環境問題に関心の薄い人々に環境についての“気

づき”や“関心”を持たせることは、なお困難であると

思われる。 
このゲーム型教材は、子ども達の環境に対する興味や

関心を高め、また、環境に配慮した行動は決して難しい

ものではなく、簡単に取組めることもたくさんあるのだ

と気づき、実際に取組む動機付けとなるよう支援するも

のである。しかし、このゲーム型教材はまだ試作版であ

る。次年度はこの教材を使った環境学習プログラムを実

施し、教材そのものの完成度を高め、さらに参加者に

CO2削減を意識した行動を促す環境学習への効果判定手

法の適用と改善を行う予定である。 
 


